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「電波再配分のための給付金制度の具体化に関する研究会」
 
 
１ 目的  
 

(1) 近年、電波の逼迫状況が深刻化する中、無線アクセス等の新規需要に対応するた

を実施することが必要となっているが、短期的な電波の再配分を実施する場合、

波に対応した無線設備が使えなくなるなどの経済的な損失が生じることが想定さ

このため、現在、総務省では、短期的な再配分を円滑に実施する観点から、再配

人に対し、設備の残存簿価等について補償を行う給付金制度を導入することを検

(2) 給付金制度の具体化にあたっては、実効性ある迅速な処理を行うため、 

① 対象設備の範囲 

② 設備の撤去費用、新規設備の前倒し取得に伴う金融費用の扱い 

③ 事業毎に異なる設備の耐用年数の扱い 

等について、類似の補償制度や諸外国の事例も踏まえて整理し、予め、具体的な給

化しておくことが必要である。 

(3) そこで、給付金制度の具体化に向け、給付金額の算定方式の検討を行うことを目

催する。 

なお、検討にあたっては、電波の拡充要請が高く、現在、電波の利用状況調査公

調査を行っている４～６ＧＨｚ帯固定マイクロ（平成１５年５月頃、評価を公表予

する。 
 
２ 名称  
 

本研究会は、「電波再配分のための給付金制度の具体化に関する研究会」（以下、「研

－１－
開催要綱（案） 

め、迅速な電波の再配分

既存免許人には、当該電

れる。 

分の対象となる既存免許

討している。 

付金額の算定方式を定型

的として、本研究会を開
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究会」とする。）と称する。 



 
３ 検討事項  
 
(1) 類似の損失補償制度における補償実態の調査・分析 

(2) 諸外国における再配分費用の算定方法の調査・分析 

(3) 給付金制度における具体的な給付金額の算定方式の検討 

(4) その他上記に関連する事項 
 
４ 構成及び運営  
 
(1) 研究会は総務省総合通信基盤局電波部長の研究会とする。 

(2) 研究会の構成員は、別紙のとおりとする。 

(3) 研究会には座長及び座長代理を各１名置く。 

(4) 座長は研究会構成員の互選によりこれを定める。 

(5) 座長代理は研究会構成員の中から座長が指名する。 

(6) 座長は、研究会を招集し、主宰する。 

(7) 座長代理は座長を補佐し、座長不在のときは、座長に代わって研究会を招集し、主宰する。 

(8) 研究会には、本人の出席を原則とするが、必要な場合は、代理人による出席を行うこともできることとする。 

(9) 必要があるときは、外部の関係者の出席を求め、意見を聞くことができる。 

(10) その他、研究会の運営方法は、座長が定めるところによる。 
 

催時期  
５ 開

 

平成１５年２月から同年７月までを目途として開催する。 
 
６ 庶務  
 

研究会の庶務は総務省総合通信基盤局電波政策課において行う。 

－２－
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⑴ 民間企業の営業情報に密接に関連する情報（無線設備の残存簿価など電波再配分に係る費用）の 

具体事例を示し、電波再配分方策に関する議論（補償の要否等）を行うことから、公開することに  

より、法人の競争上の地位等に支障を及ぼすおそれがあること 

電波再配分のための給付金制度の具体化に関する研究会の公開について（案） 
 

 ⑵ ただし、研究会の資料を公開することにより、上記１の⑴及び⑵に該当する等、資料の公開が適切

でないと研究会において判断するものについては、非公開とする。 

１ 会議の公開について 

⑵ 公開することにより、構成員の自由闊達な議論を阻害するおそれがあること 
等から、会議は原則非公開とする。 

 
２ 資料の公開について 
⑴ 研究会の資料については、原則公開とする。 

 ⑶ 資料は、庶務により閲覧のほか、インターネットの利用その他の方法により公開する。 

 議事録については、原則要旨を公開する。 

 
３ 議事録の公開について 

 ⑴
 ⑵ ただし、議事要旨を公開することにより、上記１の⑴及び⑵に該当する等、議事要旨の公開が適切

でないと研究会において判断するものについては、該当部分を削除した上で公開する。 
   なお、発言者の氏名等については、非明示とする。 
 ⑶ 議事要旨は、庶務により閲覧のほか、インターネットの利用その他の方法により公開する。 
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